
平成 18 年 6 月 21 日 

行政処分を受けた医師・看護師等に対する再教育制度の創設 資料２ｰ 1 

 
 
 
 
 

 安心、安全な医療を提供し、国民の医療に対する信頼を確保するため、行政処分を受けた医師等への再教育

制度の創設等、医療従事者の資質の向上に向けた取組みを推進する。 

 

◆ 安全、安心な医療を確保する観点から、看

護職員に関する制度見直しの検討が必要で

ある。 

 

◆ 業務停止を受けた医師、歯科医師、薬剤師、

看護職員は、業務停止期間を過ぎれば、特段

の条件なく医業（歯科医業）等に復帰でき、

業務停止という行政処分だけでは、十分な反

省や適正な医業等の実施が期待できない。 
 
◆ 長期にわたる業務停止については、停止前

の医療技術を保つことが困難であり、また、停

止期間中の医療技術の進歩も十分に習得でき

ていないという懸念がある。 

【旧制度の課題】 
 

 

☆ 保健師・助産師の免許付与要件に、看護師国家
試験の合格を追加。 

 
☆ 外国人看護師、救急救命士等についても、医師、

歯科医師と同様に、臨床修練制度の対象とした。 

等 

☆ 行政処分を受けた医師・看護師等に対する再教

育制度を創設。 
 
☆ 「戒告」等業務停止を伴わない新たな行政処分

の類型を設置。また、長期間の業務停止処分につ

いて見直し、３年以内の上限を設けた。 
 
☆ 看護師、助産師等について、現行の業務独占規

定に加え、名称独占規定を設けた。 
 

【改正】  
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行政処分のあり方の見直し
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

行政処分を受けた看護師等に対し再教育の受講を義務付けるとともに、業務の停止を伴わない「戒告」という処

分類型の新設、業務停止処分の期間の上限の明確化、調査権限の創設、再免許に係る手続の整備等を行う。 

業務停止 免許取消 
戒告 

（行政処分）

指導 

（行政指導） 

行政処分を受けた

看護師等に対する

再教育の義務付け 
業務停止処分の期間の

上限を３年に 

再    教    育 

戒告という処分

類型の新設 

戒告 

（行政指導） 
業務停止 免許取消 

5 年（？）を上限（運用）

改
正
前 

改
正
後 
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再教育の義務付けとプロセス 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

業 務 停 止 期 間 

都道府県による意見聴取

または弁明聴取 

対象職種：医師、歯科医師、薬剤師、 

保健師、助産師、看護師、准看護師 

〔行政処分〕

○業務停止 
○戒告 
(○再免許) 

国民に対し安心・安全な医療、質の高い医療を確保する観点から、処分を受けた者の職業倫理を高め、医療技術を

再確認し、能力と適正に応じた医療の提供を促すため、行政処分を受けた医師等に対し再教育の受講を義務付ける。 

 

処分の原因 
となる行為 

厚生労働大臣

による再教育

受講命令 
研 修 

再

教

育

修 

了 ※行政処分の内容・原因となる行為により、

再教育の内容・期間は異なる。 

 
都道府県に 
よる弁明聴取

修 了 認 定 を

経て、看護師

籍等に登録 

※再教育修了までの

間は、病院・診療所

の管理者になるこ

とができない。 
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